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（目的） 

第１条 この要綱は、職員等からの公益通報を迅速かつ適切に処理するために

必要な事項を定めることにより、組織としての不正防止の自浄作用の向上を

図るとともに、公益通報をした職員等の保護を図り、もって、市民に信頼さ

れる適正な職務執行を確保することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

（１） 職員等 次に掲げる者をいう。 

ア 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第３条第２項に規定する

一般職に属する本市の職員及び同条第３項第１号の２若しくは第３号に

規定する特別職に属する本市の職員（以下「職員」という。）又は公益通

報の日前１年以内に職員であった者 

イ 公益的法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法律（平成１

２年法律第５０号）第１０条第２項に規定する退職派遣者（ただし、本市

からの退職派遣者に限る）又は公益通報の日前１年以内に退職派遣者であ

った者 

ウ 本市との請負契約その他の契約に基づいて事業を行う者若しくはその

事業に従事している者又は公益通報の日前１年以内に当該事業を行って

いた者若しくはその事業に従事していた者 

エ 市が指定した指定管理者（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

２４４条の２第３項に規定する指定管理者をいう。）若しくは当該指定管
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理者が行う公の施設の管理の業務に従事している者又は公益通報の日前

１年以内に市が指定した指定管理者であった者若しくは当該指定管理者

が行う公の施設の管理の業務に従事していた者 

オ 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する

法律（昭和６０年法律第８８号）第２条第２号に規定する派遣労働者で本

市に役務の提供をする者又は公益通報の日前１年以内に派遣労働者で本

市に役務の提供をしていた者 

カ 副市長、教育委員会教育長並びに地方自治法第１３８条の４第１項に

規定する執行機関として本市に置かれる委員会（選挙管理委員会を除く）

の委員及び委員 

（２） 法令 法律、法律に基づく命令（告示を含む。）、条例及び規則をい

う。 

（３） 公益通報 本市の事務又は事業に関する、法令に違反する事実、適

正な職務執行を妨げる事実その他通報により是正し、又は防止すべき事実

（以下「通報対象事実」という。）があると思料されるものについて、職員

等がする通報をいう。 

（４） 局区室 市長事務部局の各局区室をいう。 

（５） 人事課職員 総務市民局人事部人事課長（以下「人事課長」という。）

及び人事課長が指名する人事課の職員をいう。 

（６） 通報担当員 人事課職員、局区室の庶務を担当する課長（これに準

ずる者を含む。以下「庶務担当課長」という。）及び局区室の庶務担当課長

が指名する職員をいう。 

（内部通報相談員） 

第３条 職員等からの通報を適切に処理するため、内部通報相談員（以下「相

談員」という。）を置く。 

２ 相談員は、次に掲げる事務を行うものとする。 

（１） 職員等からの通報及び第１０条第１項に規定する申出を受け付ける

こと。 

（２） 職員等からの公益通報及び第１０条第１項に規定する申出の処理に
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ついて、人事課職員に必要な指導及び助言を行うこと。 

３ 相談員は、若干名とし、弁護士又は本市の事務若しくは事業に関して高度

な知識及び経験を有すると認められる者のうちから、市長が選任する。 

４ 相談員の任期は、１年とし、再任を妨げない。 

５ 相談員に欠員を生じたときは、市長は速やかに後任の相談員を選任しなけ

ればならない。この場合における後任の相談員の任期は、前任の相談員の残

任期間とする。 

（人事課の役割） 

第４条 人事課職員は、職員等から公益通報に関する相談又は問合せがあった

ときは、当該職員等に対して助言その他の必要な対応を行うものとする。 

２ 総務市民局人事部人事課は、公益通報をした職員等（以下「公益通報者」

という。）の氏名等の秘密の保持を徹底させるものとする。 

３ 人事課職員は、第３条第２項第２号の指導及び助言を受けたときは、その

内容を通報担当員（人事課職員を除く。）に伝えるものとする。 

４ 人事課職員は、必要に応じて、公益通報の内容等を市長に報告するものと

する。 

（職員等の責務） 

第５条 職員等は、客観的かつ具体的な根拠を示して通報を行わなければなら

ない。 

２ 職員等は、いかなる場合においても、不正の利益を得る目的、他人に損害

を加える目的その他の不正の目的での通報（以下「違反通報」という。）をし

てはならない。 

（通報の受付） 

第６条 通報担当員又は相談員は、通報対象事実が生じ又はまさに生じようと

している場合の通報についての窓口となるものとする。 

２ 通報担当員（人事課職員を除く。）又は相談員は、職員等から通報があった

ときは当該通報の内容を人事課職員に報告するものとする。 

３ 人事課職員は、職員等からの通報が公益通報に該当するときは当該職員等

に公益通報を受け付けた旨を通知し、公益通報に該当しないときは当該職員
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等に公益通報として受け付けない旨及びその理由を通知するものとする。 

（調査） 

第７条 通報担当員は、人事課職員が職員等からの通報を公益通報として受け

付けた場合は、相談員の指導及び助言を踏まえて、遅滞なく、当該公益通報

の内容が事実であるかについて必要な調査を行うものとする。 

２ 前項の調査は、公益通報者の秘密を守るため、当該公益通報者が特定され

ないよう十分配慮して行うものとする。 

３ 通報担当員は、利害関係人の秘密、信用及び名誉等に配慮の上、公益通報

者に第１項の調査の結果を通知するものとする。 

（調査後の措置） 

第８条 通報担当員は、前条第１項の規定による調査の結果、必要があると認

められる場合には、相談員の指導及び助言を踏まえて、法令に基づく措置そ

の他適当な措置を講じるものとする。 

２ 通報担当員は、利害関係人の秘密、信用及び名誉等に配慮の上、前項の規

定により講じた措置の内容を公益通報者に遅滞なく通知するものとする。 

３ 通報担当員（人事課職員を除く。）は、前条第１項の規定による調査の結果

及び第１項の規定により講じた措置の内容を人事課職員に報告するものとす

る。 

（不利益取扱いの禁止） 

第９条 何人も、違反通報である場合を除き、通報した職員等に対して、通報

したことによるいかなる不利益な取扱いもしてはならない。 

（不利益取扱いの救済） 

第１０条 通報又は相談を行ったことにより不当に不利益な取扱いを受けた職

員等は、通報担当員又は相談員に対し、その旨の申出を行うことができる。 

２ 前項の申出があった場合には、通報担当員（人事課職員を除く。）又は相談

員は、当該申出の内容を人事課職員に報告するものとする。 

３ 通報担当員は、第１項の申出の内容が事実であるかについて相談員の指導

及び助言を踏まえて、必要な調査を行うものとする。 

４ 通報担当員は、前項の調査の結果、申出を行った者が不利益な取扱いを受
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けたと認められる場合は、相談員の指導及び助言を踏まえて、法令に基づく

措置その他適当な措置を講じるものとする。 

（運用上の注意） 

第１１条 通報担当員は、この要綱の運用に当たっては、通報した職員等その

他の関係人の人権が不当に侵害されることのないよう十分配慮しなければな

らない。 

（公表） 

第１２条 公益通報の件数及び主な内容については、毎年度公表するものとす

る。 

２ 前項の規定による公表に当たっては、利害関係人の秘密、信用及び名誉等

に配慮しなければならない。 

（補則） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、公益通報の処理に関し必要な事項は、

総務市民局長が別に定める。 

付 則 

この要綱は、平成１９年１月３１日から施行し、同日以後にされた公益通報

について適用する。 

付 則（平成１９年１１月２０日北九総人人第２２０号） 

この要綱は、平成１９年１１月１５日から施行し、同日以後にされた公益通

報について適用する。 

付 則（平成２８年４月１日北九総人人第１２９号） 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行し、同日以後にされた公益通報に

ついて適用する。 

   付 則（令和４年７月８日北九総人人第７０１号） 

 この要綱は、令和４年７月８日から施行し、同日以後にされた公益通報につ

いて適用する。 

   付 則（令和６年４月１日北九総人人第２７４３号） 

 この要綱は、令和６年４月１日から施行し、同日以後にされた公益通報につ

いて適用する。 


